
を図るため、財源確保と適正な予算執行を行う。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
予算管理事務（予算編成・事務管理・決算） 予算管理事務     
国庫補助事務事業（概算・本要望、交付申請・請求,完了報告,事務費協議） 国庫補助事務事業
起債事務（申請・変更申請） 当該年度 起債事務
会計検査・県検査（受検準備・受検） 執行計画 会計検査・県検査

(3)事業内容 内　　容

社会資本総合整備計画に基づくの管渠布設延長 想定値 161当該年度
単位 ｍ

活動結果指標 実績値 213

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事務事業の管渠布設延長 直接 公共下水道管渠布設延長 m 213 161

令和 2年度 事務事業の管渠布設延長 直接 公共下水道管渠布設延長 m 966

令和 3年度 事務事業の管渠布設延長 直接 公共下水道管渠布設延長 m 2,378

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

予算管理事務 0 予算管理事務 0 0 予算管理事務 0 予算管理事務 0
国庫補助事務事業 0 国庫補助事務事業 0 0 国庫補助事務事業 0 国庫補助事務事業 0
起債事務事業 0 起債事務事業 0 0 起債事務事業 0 起債事務事業 0
会計・県検査 0 会計・県検査 0 0 会計・県検査 0 会計・県検査 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.75 0.7 0.7 0.75 0.75
正職員人件費 6,600 6,160 6,160 6,600 6,600

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,600 6,160 6,160 6,600 6,600
(11)単位費用

23.66千円／ｍ 38.26千円／ｍ 28.92
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公共下水道整備のため、財源確保や適正な予算執行が求められている。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

公共下水道整備に係る財源確保が難しい中、補助内示額に応じて適正な予算執行が必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公共下水道整備に係る事務のため、市で行う必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(m) 目標値(b)(m) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(m) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
213 161 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

補助内示額に応じて、工事延長を調整（拡大）したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 213 132.3
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,160 440 6,160 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.67

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 補助内示額に応じて、工事延長を調整（拡大）したため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.61

m 10万円 3.46 132.57

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
公共下水道の整備に必要な事業であるため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 720 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 社会資本総合整備計画の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,160 千円 (うち人件費 6,160 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 公共下水道の早期整備



生活環境の改善を図る。
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的
展開方向

みます。
公共下水道未接続の水洗化を促進するため、個別訪問を実施するとともに水洗便所等改造資金融資あっせん 供用開始区域が新に追加の場合は、工事説明会の際,水洗化資金融資あっせん及び利子補給制度のＰＲを行
及び利子補給事業を行っている。また、マンホールカードの配布等を通じて水洗化の普及促進を図る。 なうとともに個別訪問を実施する。

当該年度 平成３1年９月　住民説明会
執行計画 随時　　　　　　戸別訪問

(3)事業内容 内　　容

利子補給制度利用件数 想定値 2当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 水洗化の促進 直接 利子補給件数 件 0 2

令和 2年度 水洗化の促進 直接 利子補給件数 件 5

令和 3年度 水洗化の促進 直接 利子補給件数 件 7

長引く景気の低迷により、排水設備の切り替え工事を行うための費用負担が重い世帯が増えている。
(7)事業実施上の課題と対応 水洗便所改造資金融資あっせん及び利子補給制度の活用を促し、接続に結び付ける。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

水洗化資金利子補給金 19 水洗化資金利子補給金 15 1 水洗化資金利子補給金 15 水洗化資金利子補給金 15
消耗品費 78 48 消耗品費 30 消耗品費 30
通信運搬費 19 8 通信運搬費 19 通信運搬費 19

＊ マンホールカード作成 39

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 19 合　　計 112 57 合　　計 103 合　　計 64
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 19 ■特会 □受益 □基金 □その他 112 57 ■特会 □受益 □基金 □その他 103 ■特会 □受益 □基金 □その他 64
換算人数(人) 0.35 0.1 0.1 0.05 0.05
正職員人件費 3,080 880 880 440 440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,099 992 937 543 504
(11)単位費用

1,549.5千円／件 496千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・公共下水道の整備による水洗化は、市民の快適な生活環境の保持及び公共用水域の水質保全のための重要な要素であり ●①事前確認での想定どおり
、同時に建設投資の効率性を確保する観点からも高く望まれています。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・下水道法第11条の3に水洗化への改造義務が位置付けられており、供用開始時における地域説明会、未接続住宅への個 ○要
   背景は？(事業の必要性) 別訪問等、市民に啓発を促すとともに、水洗化への工事資金の一部として改造資金融資あっせん及び利子補給制度を設け ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

多くの利用者に供することで、水洗化を促進したい。 建設投資の効率性を確保するのに有効であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道法で市町村は、改造資金の融資または斡旋に努めなけ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ればならないと定めている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 下水道の普及率が上がれば、衛生面、臭気、水質汚染等の諸 浄化槽から本下水への切替を推進することにより、公衆衛生 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 問題が軽減される。 に配慮している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 2 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

利子補給制度の申請がなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 992 2,107 937 94.46
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

67.99

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 利子補給制度の申請がなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.2

件 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、下水道の水洗化率を上げることにより、下水道使用料収入増加及び公衆衛生向上にもつながる事業となっているため、今後も推進し
ていく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 728 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 水洗化の普及促進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 992 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 974 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとともに、下水道 公共用水域の自然環境の保全及び



に、下水道 排水設備工事が法令等に反せず円滑に行われるよう、排水設備指定工事店関係の申請について、指定要件に
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 合致しているかを判断し、指定を行う。
展開方向

みます。
市内の各家庭での排水設備工事が法令等に違反せず円滑に行えるよう指定工事店制度を採用しており、指定 平成31年4月～2020年3月　我孫子市下水道排水設備指定工事店になるための申請やその更新などの申請を受
工事店になるための申請や更新、指定要件の各種異動届出などを受理し、審査を行い、指定した工事店の公 理し、審査を行い、公示する。
示を行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

指定工事店新規及び更新件数 想定値 34当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 28

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 指定工事店の指定期間満了に伴う更新件数及び新規申請件数を上げる。 直接 指定工事店の指定期間満了による更新（申請）と新規の申請。 件 28 34

令和 2年度 指定工事店の指定期間満了に伴う更新件数及び新規申請件数を上げる。 直接 指定工事店の指定期間満了による更新（申請）と新規の申請。 件 36

令和 3年度 指定工事店の指定期間満了に伴う更新件数及び新規申請件数を上げる。 直接 指定工事店の指定期間満了による更新（申請）と新規の申請。 件 35

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

排水設備指定工事店申請受付等事務 0 排水設備指定工事店申請受付等事務 0 0 排水設備指定工事店申請受付等事務 0 排水設備指定工事店申請受付等事務 0
嘱託職員報酬額（２号嘱託） 1,000 嘱託職員報酬額（２号嘱託） 500 500 嘱託職員報酬額（２号嘱託） 500 嘱託職員報酬額（２号嘱託） 500

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,000 合　　計 500 500 合　　計 500 合　　計 500
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,000 ■特会 □受益 □基金 □その他 500 500 ■特会 □受益 □基金 □その他 500 ■特会 □受益 □基金 □その他 500
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,760 1,760 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,000 500 500 1,000 1,000
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,760 2,260 2,260 2,260 2,260
(11)単位費用

86.25千円／件 66.47千円／件 80.71
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　指定工事店を指定することは、不正な工事を防ぐ、不正な公共下水道への接続を防ぐ等について、非常に重要な役割を ●①事前確認での想定どおり
果たしている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

不正な接続工事を防ぐため、指定工事店の指定をすることは、必要不可欠である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 指定工事店の指定・取り消し等に係る事務は、公権力を伴う

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 事務である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
28 34 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

指定工事店新規・更新申請が想定より少なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 28 82.35
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,260 500 2,260 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

18.12

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 指定工事店新規・更新申請が想定より少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.5

件 10万円 1.24 82.67

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
下水道排水設備工事を、法令に基づき適切に行うため、指定工事店に指定するための審査手続きは必要不可欠であることから今後も現状どおり
推進して行く。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 729 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下水道排水設備指定工事店申請業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,760 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,260 千円 (うち人件費 1,760 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるととも



下水道事業の効率化を進め、経営体制の健全化を図るため、健全経営を優先した下水道整備の計画を確立す
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 る。
展開方向

みます。
・下水道BCP（業務継続計画）の見直し。 下水道年報の作成　　　　　　　　　　　　平成３１年　９月
・汚水処理適正構想の見直し。 ホームページの作成　　　　　　　　　　　随時
・社会資本総合整備計画の策定。 当該年度 下水道ＢＣＰ（業務継続計画）の見直し　　平成３１年１０月
・広域化・共同化計画の策定。 執行計画 公共下水道審議会（第１回）　　　　　　　平成３１年１１月

(3)事業内容 内　　容 ・維持・修繕に関する計画（仮称）の策定。 公共下水道計画図の作成　　　　　　　　　平成３１年４月～平成３１年７月
・公共下水道計画図の作成。
・下水道年報・ホームページの作成。 当該年度の下水道処理人口普及率 想定値 84当該年度
・公共下水道事業審議会委員の委嘱・改選。 （我孫子市内でどれぐらいの割合の人が下水道を使用できるかの指標 単位 ％

活動結果指標 実績値 84）

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 健全な下水道事業経営を行いながら、下水道処理人口普及率を上げ、下水道のある快適な暮らしができる人口の割合を増やす。 直接 下水道処理人口普及率：我孫子市内でどれぐらいの割合の人が下水道 ％ 84 84
　　　　　　　　　　　を使用できるかの指標

令和 2年度 健全な下水道事業経営を行いながら、下水道処理人口普及率を上げ、下水道のある快適な暮らしができる人口の割合を増やす。 直接 下水道処理人口普及率：我孫子市内でどれぐらいの割合の人が下水道 ％ 85
　　　　　　　　　　　を使用できるかの指標

令和 3年度 健全な下水道事業経営を行いながら、下水道処理人口普及率を上げ、下水道のある快適な暮らしができる人口の割合を増やす。 直接 下水道処理人口普及率：我孫子市内でどれぐらいの割合の人が下水道 ％ 86
　　　　　　　　　　　を使用できるかの指標

健全な下水道事業経営を続けていける範囲内で、下水道の建設事業を行っていく。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

公共下水道事業審議会委員報酬 25 公共下水道事業審議会委員報酬 74 0 公共下水道事業審議会委員報酬 25 公共下水道事業審議会委員報酬 25
公共下水道計画図印刷製本費 277 公共下水道計画図印刷製本費 297 248 公共下水道計画図印刷製本費 303 公共下水道計画図印刷製本費 303
公共下水道事業計画変更業務委託 7,948
　継続費２９年～３０年

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 8,250 合　　計 371 248 合　　計 328 合　　計 328
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 8,250 ■特会 □受益 □基金 □その他 371 248 ■特会 □受益 □基金 □その他 328 ■特会 □受益 □基金 □その他 328
換算人数(人) 0.55 0.4 0.4 0.5 0.5
正職員人件費 4,840 3,520 3,520 4,400 4,400

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,090 3,891 3,768 4,728 4,728
(11)単位費用

157.71千円／％ 46.32千円／％ 44.86
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　地方財政は年々厳しくなっており、一般会計からの繰出し金が減少している状況を踏まえ、下水道事業の健全経営を図 ●①事前確認での想定どおり
るため、各下水道計画の策定・変更を行いながら下水道整備を進めていくことが重要である。また、下水道年報やホーム ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ページを作成し、下水道事業について市民に理解してもらい、関心を広めることが必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地方財政が厳しくなる中、経営の健全化を図るため、適切な下水道計画を策定する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 健全な下水道事業の経営に向けた下水道計画を策定できるのは、市以外にない。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業の性質上、市民参加や市民との協働に適さない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
事業の性質上、該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
84 84 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

概ね予定どおり工事を行うことができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 84 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,891 9,199 3,768 96.84
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

70.28

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.16

％ 10万円 2.23 103.24

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も下水道事業が健全な経営を維持できるように、下水道計画を策定していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 730 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 健全経営を優先した下水道計画の確立 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,891 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 5,142 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとともに、下水道



為に伴う下水道施設の可否や施工の承認、供用開始区域外の下水道流入の許可の審査を効率的に行う
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 。
展開方向

みます。
開発行為に伴う下水道施設について審査と承認を行うことや、供用開始区域外から公共施設や福祉施設等か 平成３１年４月～２０２０年３月　開発行為協議、区域外流入協議を行い審査し、許可又は不許可を行う。
らの下水道流入について、県の意見を聴いた後、許可又は不許可を行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

開発行為協議件数及び区域外流入申請件数 想定値 5当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 12

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 開発行為や区域外流入の事務を効率良く行う。 直接 開発行為事前協議回答と区域外流入許可の平均件数 件 12 5

令和 2年度 開発行為や区域外流入の事務を効率良く行う。 直接 開発行為事前協議回答と区域外流入許可の平均件数 件 5

令和 3年度 開発行為や区域外流入の事務を効率良く行う。 直接 開発行為事前協議回答と区域外流入許可の平均件数 件 7

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

開発行為協議事務 0 開発行為協議事務 0 0 開発行為協議事務 0 開発行為協議事務 0
区域外流入協議事務 0 区域外流入協議事務 0 0 区域外流入協議事務 0 区域外流入協議事務 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.6 0.6 0.65 0.65
正職員人件費 5,720 5,280 5,280 5,720 5,720

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,720 5,280 5,280 5,720 5,720
(11)単位費用

1,144千円／件 1,056千円／件 440
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　開発行為についての協議は、下水道施設について審査と承認を行い、公共下水道へ適切に接続してもらうために必要で ●①事前確認での想定どおり
ある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　区域外流入についての協議は、供用開始区域外からの下水道流入について、許可するかどうか審査し、公共下水道を適 ○要
   背景は？(事業の必要性) 切に使用していただくために必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　よって、これらの事業は、公共下水道事業を適切に進めていく上で、非常に重要な事業である。 公共下水道事業を適切に進めていくため、事業者に対する指導、許認可は必要不可欠である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 許認可を伴う業務のため。

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
12 5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請件数が多かったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 12 41.67
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,280 440 5,280 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

7.69

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 申請件数が多かったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.09

件 10万円 0.23 39.13

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
開発行為や区域外流入の審査等は、許認可を伴う業務であり、下水道整備において重要であるため、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 732 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 開発行為協議・区域外流入協議 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,280 千円 (うち人件費 5,280 千円）⑦事業費
総事業費 5,720 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとともに、下水道 開発行



設 排水設備が、下水道法及び下水道条例の規定する基準に適合しているかを書類審査及び現地検査の実施。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
家庭や事業所などから排出される汚水を下水道本管に流す排水設備が、下水道法及び条例に規定する基準に 随時
適合し、適切な排水機能を備えるため書類審査を実施し、工事完成後現地検査を行う。　 ・排水設備等新設等確認申請書類審査数　530件

当該年度 ・排水設備等新設等確認申請現地検査数　530件
執行計画 ・市道占用掘削許可申請書類審査数　　　110件

(3)事業内容 内　　容 ・国道・県道掘削許可申請書類審査数　　5件　

排水設備申請書審査・検査件数 想定値 530当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 521

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 排水設備新設等確認申請書類及び現地検査は、すべて基準に適合。 直接 排水設備新設等確認申請書審査件数 件 521 530

令和 2年度 排水設備新設等確認申請書類及び現地検査は、すべて基準に適合。 直接 排水設備新設等確認申請書審査件数 件 540

令和 3年度 排水設備新設等確認申請書類及び現地検査は、すべて基準に適合。 直接 排水設備新設等確認申請書審査件数 件 550

汚水管への不明水混入の原因の一つとみられる排水設備の誤接続を監視、指導するための体制(システム)づくりの検討を図る。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

公共桝設置工事費 15,552 公共桝設置工事費 14,850 12,410 公共桝設置工事費 14,850 公共桝設置工事費 14,850
測量及び実施設計業務委託 540 測量及び実施設計業務委託 495 0 測量及び実施設計業務委託 495 測量及び実施設計業務委託 495
嘱託職員報酬額（2号嘱託） 3,515 嘱託職員報酬額（2号嘱託） 1,814 1,765 嘱託職員報酬額（2号嘱託） 1,814 嘱託職員報酬額（2号嘱託） 1,814

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 19,607 合　　計 17,159 14,175 合　　計 17,159 合　　計 17,159
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 19,607 ■特会 □受益 □基金 □その他 17,159 14,175 ■特会 □受益 □基金 □その他 17,159 ■特会 □受益 □基金 □その他 17,159
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,760 1,760 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 3,515 1,000 1,000 3,631 3,631
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 21,367 18,919 15,935 18,919 18,919
(11)単位費用

40.32千円／件 35.7千円／件 30.59
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公共下水道への接続に係わる排水設備工事は個人負担で行うが、適正な強度と構造を確保するために、受託施工者である ●①事前確認での想定どおり
我孫子市下水道指定工事店を指導し、かつ排水設備の現地完成検査を実施するため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

下水道が適正に機能するためには、必要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道条例により、申請者は市長の確認と市職員の検査を受

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 けなければならないため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
521 530 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請件数は、当初見込みより少なかったが、概ね想定どおり。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 521 98.3
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 18,919 2,448 15,935 84.23
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

想定していた申請件数より少なかった。新設公桝設置（公費負担分）の
申請が少なかった。

11.46

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初見込みより申請件数が少なかったため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.8

件 10万円 3.27 116.79

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、排水設備及び排水施設が基準通りに施工されていることが必要不可欠なことから今後も現状どおりに推進して行く。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 734 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 維持管理の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 排水設備の審査及び竣工検査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 20,736 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 18,919 千円 (うち人件費 1,760 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施



ポンプ場の維持管理をすることで、下水道を使用している市民が、安心して利用できるよう管理することは
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的 、生活基盤の最低条件でもあることから。
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
・各マンホ－ルポンプ場の巡回点検。 ・日本地所中継ポンプ場（H31.4.1～H32.3.31）

・白山・栄・東我孫子・青山台マンホ-ルポンプ施設（H31.4.1～H32.3.31）
当該年度 ・台田地先モデル事業施設(月1回の保守点検)
執行計画 ・湖北台地先モデル事業施設(月1回の保守点検)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3)事業内容 内　　容

維持管理日数 想定値 245当該年度
単位 日

活動結果指標 実績値 244

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正な維持管理、快適な利用環境 直接 ポンプ施設の維持管理を適切に行い、トラブル等で稼働停止を未然に 日 244 244
防ぐために点検した日数

令和 2年度 適正な維持管理、快適な利用環境 直接 ポンプ施設の維持管理を適切に行い、トラブル等で稼働停止を未然に 日 244
防ぐために点検した日数

令和 3年度 適正な維持管理、快適な利用環境 直接 ポンプ施設の維持管理を適切に行い、トラブル等で稼働停止を未然に 日 244
防ぐために点検した日数

マンホールポンプ等の管理、点検は熟練した技術者が必要である。マンホールポンプ施設の部品等も老朽化したものから順次交
(7)事業実施上の課題と対応 換する必要があり、コストの削減は難しい。職員直営による維持管理も考えられるが、特殊性、幅広い経験、専門知識等が必要 代替案検討 ○有 ●無

であることから効率が悪く、民間委託の方が適正な管理ができるものと思われる。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

マンホールポンプ消耗品費 50 マンホールポンプ消耗品費 45 39 マンホールポンプ消耗品費 45 マンホールポンプ消耗品費 45
汚水ポンプ場光熱水費 1,845 汚水ポンプ場光熱水費 1,425 971 汚水ポンプ場光熱水費 1,425 汚水ポンプ場光熱水費 1,425
汚水ポンプ場修繕料 4,682 汚水ポンプ場修繕料 3,168 2,967 汚水ポンプ場修繕料 3,168 汚水ポンプ場修繕料 3,168
汚水ポンプ場通信運搬費 133 汚水ポンプ場通信運搬費 142 112 汚水ポンプ場通信運搬費 142 汚水ポンプ場通信運搬費 142
汚水ポンプ場草刈委託料 429 汚水ポンプ場草刈委託料 429 230 汚水ポンプ場草刈委託料 429 汚水ポンプ場草刈委託料 429
汚水ポンプ場樹木管理委託料 102 汚水ポンプ場樹木管理委託料 102 102 汚水ポンプ場樹木管理委託料 102 汚水ポンプ場樹木管理委託料 102
汚水ポンプ場等維持管理委託料 6,455 汚水ポンプ場等維持管理委託料 4,520 4,362 汚水ポンプ場等維持管理委託料 4,520 汚水ポンプ場等維持管理委託料 4,520

実施内容 汚水ポンプ場手数料 8
汚水ポンプ場給水申込納付金 108

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 13,812 合　　計 9,831 8,783 合　　計 9,831 合　　計 9,831
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 13,812 ■特会 □受益 □基金 □その他 9,831 8,783 ■特会 □受益 □基金 □その他 9,831 ■特会 □受益 □基金 □その他 9,831
換算人数(人) 0.3 0.4 0.4 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 3,520 3,520 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 285 285 730 730
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 16,452 13,351 12,303 12,471 12,471
(11)単位費用

67.15千円／日 54.49千円／日 50.42
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公共下水道が支障なく運営できるように、不良個所の早期発見・修繕を行う必要がある。なお、公共下水道を経営する場 ●①事前確認での想定どおり
合の維持、管理、修繕、改築その他の管理は、下水道法第３条により市町村が行うこととなっている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ポンプ施設の保守点検を行い、不良個所の早期発見に努め、支障なく運営している。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公共下水道施設の維持・管理・修繕は下水道法により市町村

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 で行うこととなっている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(日) 目標値(b)(日) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(日) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
244 244 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

基準日数で維持管理が行われたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 244 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,351 3,101 12,303 92.15
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

18.85

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.83

日 10万円 1.98 108.2

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、ポンプ施設の保守点検業務であり、今後も引き続き実施していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 736 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 維持管理の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 汚水中継ポンプ場維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 ■天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,081 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 13,351 千円 (うち人件費 3,520 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設



水管渠の自然流下による流下機能を保持し、耐用限界までの継続使用できるようにする。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
生活環境の向上及び公共用水域の水質保全のため、管路の機能を保持できるように適正な維持管理を行う。 下水道本管の閉塞処理、汚水人孔の破損等の修繕（随時）
また、下水道本管及び取出管に不具合・支障等が生じた場合には、速やかに修繕工事を実施する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

修繕件数 想定値 100当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 136

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 下水道施設の不具合(つまり・臭い・流入出)の減少。 直接 下水道施設の市管理部分の苦情件数対応（苦情解決件数/苦情件数） ％ 136 100

令和 2年度 下水道施設の不具合(つまり・臭い・流入出)の減少。 直接 下水道施設の市管理部分の苦情件数対応（苦情解決件数/苦情件数） ％ 100

令和 3年度 下水道施設の不具合(つまり・臭い・流入出)の減少。 直接 下水道施設の市管理部分の苦情件数対応（苦情解決件数/苦情件数） ％ 100

汚水管を改修する道路状況及び周辺住宅環境に長期間影響を及ぼさないように速やかに機能回復を図る。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

管渠修繕料（緊急対応） 500 管渠修繕料（緊急対応） 500 368 管渠修繕料（緊急対応） 500 管渠修繕料（緊急対応） 500
汚水管渠維持管理委託料 7,452 汚水管渠維持管理委託料 7,358 6,951 汚水管渠維持管理委託料 7,358 汚水管渠維持管理委託料 7,358
下水道台帳整備業務委託料 3,594 下水道台帳整備業務委託料 3,124 2,923 下水道台帳整備業務委託料 3,124 下水道台帳整備業務委託料 3,124
土地賃借料 381 土地賃借料 381 381 土地賃借料 381 土地賃借料 381
汚水管渠改修工事費 30,551 汚水管渠改修工事費 34,417 32,271 汚水管渠改修工事費 34,417 汚水管渠改修工事費 34,417

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 42,478 合　　計 45,780 42,894 合　　計 45,780 合　　計 45,780
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 42,478 ■特会 □受益 □基金 □その他 45,780 42,894 ■特会 □受益 □基金 □その他 45,780 ■特会 □受益 □基金 □その他 45,780
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,080 3,080 3,080 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 500 500 1,456 1,456
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 45,558 48,860 45,974 48,860 48,860
(11)単位費用

455.58千円／件 488.6千円／件 338.04
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

下水道本管・公共桝の閉塞及び汚水人口蓋のガタツキ、取付管の破損は毎年発生している。なお、公共下水道を経営する ●①事前確認での想定どおり
場合の維持、管理、修繕、改築その他の管理は、下水道法第３条により市町村が行うこととなっている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

下水道本管・公共桝の閉塞及び汚水人孔のガタツキ・取付管の破損は、毎年発生するため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道の維持・管理・修繕は、下水道法により市町村が行う

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 こととなっているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
136 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

維持管理・修繕を的確に行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 136 136
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 48,860 △3,302 45,974 94.09
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△7.25

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 維持管理・修繕を的確に行ったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.2

％ 10万円 0.3 150

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、公共下水道施設の機能確保及び老朽化による災害を未然に防止するために、必要不可欠な事業で今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 738 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 維持管理の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 汚水管渠維持管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 50,316 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 48,860 千円 (うち人件費 3,080 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 汚



に、下水道 下水道整備費の一部に充てるため、下水道事業受益者負担金を賦課・徴収する。なお、滞納者に対しては、
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 督促及び訪問することにより、負担金への理解を促し納付を促進する。
展開方向

みます。
受益者負担金制度とは、下水道が整備され、生活環境が著しく向上が図られた土地に対して、公共下水道を 下水道の供用開始区域の人に６月に納入通知書を発送。
計画的、また早期に完成していくために、その土地の所有者が建設費の一部を負担するもので、下水道が整 納期限までに納付が無い場合は督促を発送。
備された翌年から３年間で納付する。負担金の額は１㎡当たり４００円、年４回納付で３年間で完納となる 当該年度 随時、電話又は訪問により滞納整理を実施。
。また、各納期までに納めず滞納となっている受益者が存在しているので、その滞納者に対して督促及び催 執行計画 １１月に催告書を発送する。

(3)事業内容 内　　容 告、訪問をして納付を促す。

下水道事業受益者負担金の過年度滞納繰越額及び現年度賦課額に対す 想定値 94当該年度
る当該年度徴収率 単位 %

活動結果指標 実績値 98.6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 下水道事業受益者負担金の滞納者に対し、督促、催告及び職員が訪問したうえ、負担金への理解を促し早期に金融機関にて納付 直接 下水道事業受益者負担金の過年度滞納繰越額及び現年度賦課額に対す % 98.6 94
をお願いする。 る徴収率

令和 2年度 長期間の滞納をさせないようにし、徴収率の向上を図る。 直接 下水道事業受益者負担金の過年度滞納繰越額及び現年度賦課額に対す % 95
る徴収率

令和 3年度 過年度分の納付はもちろんであるが、現年度分も年度内の納付を促進し徴収率の向上につなげる。 直接 下水道事業受益者負担金の過年度滞納繰越額及び現年度賦課額に対す % 95
る徴収率

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 10 消耗品 9 7 消耗品 9 消耗品 9
通信運搬費 114 印刷製本費 101 9 通信運搬費 99 通信運搬費 99
手数料 9 通信運搬費 99 80 手数料 9 手数料 9
委託料 6 手数料 9 5 委託料 6 委託料 6
過誤納還付金 10 委託料 6 2 過誤納還付金 10 過誤納還付金 10
嘱託職員報酬額（2号嘱託） 2,959 過誤納還付金 10 0 嘱託職員報酬額（2号嘱託） 1,616 嘱託職員報酬額（2号嘱託） 1,616

嘱託職員報酬額（2号嘱託） 1,616 1,567
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,108 合　　計 1,850 1,670 合　　計 1,749 合　　計 1,749
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,108 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,850 1,670 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,749 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,749
換算人数(人) 0.45 0.5 0.5 0.45 0.45
正職員人件費 3,960 4,400 4,400 3,960 3,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,959 1,500 1,500 2,968 2,968
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,068 6,250 6,070 5,709 5,709
(11)単位費用

75.19千円／% 66.49千円／% 61.56
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

受益者公平の原則から、一方で全納している者もいれば、またその一方で滞納している者がいるのは明らかに不公平であ ●①事前確認での想定どおり
る。公共下水道事業経営の健全化を図るためにも下水道使用料とともに本来柱となるべき財源を確保する意味からも受益 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 者負担金滞納者へ納付を促すため滞納整理が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

下水道事業経営の健全化のため、受益者負担金の賦課・徴収は必要であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市税徴収システムを活用し賦課管理することで、事務を滞り

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 なく進めることができた。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
98.6 94 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

督促状の送付・電話催促等により不納欠損の減少が図れた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 98.6 104.89
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,250 818 6,070 97.12
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

11.57

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.5

% 10万円 1.62 108

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
受益者の公平の原則からも未納者への督促の送付や納付依頼連絡を行い、不納欠損の減少や徴収率向上に向け今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 739 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下水道事業受益者負担金の賦課徴収 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,602 千円 (うち人件費 4,400 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,250 千円 (うち人件費 4,400 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるととも



もに、下水道 下水道使用料は、処理場・管渠等の汚水処理施設の維持管理費や下水道施設の建設に伴う借入金の返済に充
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 てられる。
展開方向

みます。
下水道使用料の賦課及び徴収に関する事務は、協定により水道局に委任しており、水道料金と併せて下水道 ・納入通知書、督促状・督促書（８月）の発送。滞納整理の実施。
使用料の徴収を行なう。毎月、下水道使用開始届により水道局と賦課及び徴収事務の連絡調整を行う。 ・下水道使用料の算定方法の改正（消費税率改正）

当該年度 　　平成３１年５月庁議　→　９月議会議案提出　
執行計画 ・下水道使用料の検討　　

(3)事業内容 内　　容 　　流域下水道の公営企業会計化に伴い、使用料を検討する。

当該年度の下水道使用料の過年度滞納繰越額及び及び現年度調定額に 想定値 97当該年度
対する徴収率 単位 ％

活動結果指標 実績値 95

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 下水道使用料の徴収率の向上を図る。 直接 下水道使用料の過年度滞納繰越額及び及び現年度調定額に対する徴収 % 95 97
率

令和 2年度 下水道使用料の徴収率の向上を図る。 直接 下水道使用料の過年度滞納繰越額及び及び現年度調定額に対する徴収 % 98
率

令和 3年度 下水道使用料の徴収率の向上を図る。 直接 下水道使用料の過年度滞納繰越額及び及び現年度調定額に対する徴収 % 98
率

２０２０年度企業会計化するため、企業会計としての決算及び経営分析をした上で、使用料の見直しをする必要がある。下水道
(7)事業実施上の課題と対応 使用料見直しについては、様々な観点から十分に協議を重ね、時期についても、慎重に検討したい。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 18 通信運搬費 20 20 通信運搬費 20 通信運搬費 20
徴収等業務委託料 96,325 徴収等業務委託料 98,928 90,916 徴収等業務委託料 99,817 徴収等業務委託料 99,817
使用料過誤納還付金 800 （３月補正） 509 使用料過誤納還付金 600 使用料過誤納還付金 600
嘱託職員報酬額（2号嘱託） 1,000 使用料過誤納還付金 600 268 嘱託職員報酬額（2号嘱託） 500 嘱託職員報酬額（2号嘱託） 500

嘱託職員報酬額（2号嘱託） 500 500
下水道使用料検討業務委託料 5,735 0
（３月補正） △5,735

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 98,143 合　　計 100,557 91,704 合　　計 100,937 合　　計 100,937
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 98,143 ■特会 □受益 □基金 □その他 100,557 91,704 ■特会 □受益 □基金 □その他 100,937 ■特会 □受益 □基金 □その他 100,937
換算人数(人) 0.35 0.7 0.7 0.35 0.35
正職員人件費 3,080 6,160 6,160 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,000 544 544 1,000 1,000
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 101,223 106,717 97,864 104,017 104,017
(11)単位費用

1,043.54千円／％ 1,100.18千円／％ 1,030.15
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公共下水道事業経営の健全化を図るため、受益者負担金とともに本来柱となるべき財源を確保する必要があるとともに、 ●①事前確認での想定どおり
使用者間の公平性を保つ。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

下水道事業経営の健全化のため、下水道使用料の徴収業務は必要であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道使用料の賦課・徴収業務については、市でシステム管

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 理しているため、民間企業では実施できない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
95 97 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

督促状の発送・電話催促等により不納欠損の減少が図れた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 95 97.94
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 106,717 △5,494 97,864 91.7
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△5.43

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 徴収率は概ね高く、引き続き徴収率向上に向けた取り組

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 みを進めていく。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.09

% 10万円 0.1 111.11

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
下水道利用者の負担の公平性からも、未納者への督促・催告を行い、不納欠損の減少と徴収率の向上に繋げ、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 740 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下水道使用料の賦課徴収業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 112,443 千円 (うち人件費 6,160 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 106,717 千円 (うち人件費 6,160 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとと



採算制を基本にした特別会計として、収支バランスのとれた下水道会計の収支決算を目指す。
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的
展開方向

みます。
 決算確定後、決算審査資料の作成により事業費の予算執行状況を把握するとともに、地方公営企業決算状 ・６月：前年度の地方公営企業決算状況調査
況調書を作成し、収益的・資本的収支により下水道の経営状況を分析し、経営状況を把握した上で平成３１ ・６月：６月特別会計決算審査資料の作成
年度の予算執行を行う。 当該年度 ・１０月：２０２０年度の予算編成（企業会計方式・新システム運用開始）
平成２０２０年度予算編成：法適用化のため、企業会計方式による予算編成を行う。 執行計画 ・通年：当該年度の下水道事業の予算執行

(3)事業内容 内　　容 平成２０２０年３月末の打ち切り決算に向けた関係部局との調整を随時行う。 ・新システムの稼働確認を行う

当該年度の下水道事業の汚水処理費に対する使用料回収率 想定値 90当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 87

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 下水道使用料収入の増加 直接 下水道事業の汚水処理費に対する使用料回収率 % 87 90

令和 2年度 下水道使用料収入の増加 直接 下水道事業の汚水処理費に対する使用料回収率 % 90.5

令和 3年度 下水道使用料収入の増加 直接 下水道事業の汚水処理費に対する使用料回収率 % 91

下水道事業の財政健全化に向けての使用料の増収と経費の節減。
(7)事業実施上の課題と対応 ２０２０年度企業会計化するため、次年度より新システムによる企業会計方式の予算編成となる。識者と十分な検討を行い、財 代替案検討 ○有 ●無

政当局と協議しながら、慎重に予算編成を進める必要がある。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

地方公営企業決算状況調査 0 地方公営企業決算状況調査 0 0 地方公営企業決算状況調査 0 地方公営企業決算状況調査 0
下水道事業部分の財務諸表作成 0 下水道事業部分の財務諸表作成 0 0 下水道事業部分の財務諸表作成 0 下水道事業部分の財務諸表作成 0
平成３０年度補正予算作成 0 平成３１年度補正予算作成 0 0 当該年度補正予算作成 0 当該年度補正予算作成 0
平成３１年度当初予算作成 0 平成２０２０年度当初予算作成 0 0 次年度当初予算作成 0 次年度当初予算作成 0

月例監査資料作成 0 月例監査資料作成 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.6 0.55 0.55 1 1
正職員人件費 5,280 4,840 4,840 8,800 8,800

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,280 4,840 4,840 8,800 8,800
(11)単位費用

55.58千円／% 53.78千円／% 55.63
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　下水道事業は特別会計として、地方財政法第６条により一般会計との適正な経費負担区分を前提に、独立採算制を原則 ●①事前確認での想定どおり
にして経営することになっている。下水道事業の経営を常に良好に維持していくためには、決算による経営分析が欠かせ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ない。そして、その結果を次年度の予算に反映させることにより、よりよい経営を目指す。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 　 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

下水道事業の経営状況を把握するためには、決算による経営分析は有効な手段である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 予算・決算に係る業務であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業の性質上、市民の参加や市民との協働は適さない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
事業の性質上、該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
87 90 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

打切決算により下水道使用料（３月分）収入が減少したことにより経費回収率が
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 87 96.67

減少したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,840 440 4,840 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

8.33

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.86

% 10万円 1.8 96.77

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
下水道事業の経営状況を良好に保つよう、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 741 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 予算・決算業務による経営分析 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,840 千円 (うち人件費 4,840 千円）⑦事業費
総事業費 3,520 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとともに、下水道 独立



公共下水道の供用開始及び終末処理場における下水の処理開始に当たり、あらかじめ公共下水道管理者が必
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 要事項の公示及び縦覧を行ない、周知を図る。
展開方向

みます。
公共下水道の本管布設工事終了後、下水道法第９条の規定により、公共下水道の供用及び処理開始にかかる ４月上旬に平成３０年度に工事の完了区域に対し、公共下水道の供用及び処理開始にかかる公示、縦覧を行
公示、縦覧を行う。 う。５月に千葉県手賀沼下水道事務所へ公示面積調書及び公示の写しを添えて報告する。平成３１年２月に

当該年度 、平成３２年度の流域下水道処理開始区域に係る処理開始予定書及び処理区域普及見込み調書を提出し、ヒ
執行計画 アリングを経て手賀沼流域下水道の処理開始通知（下水道法第２５条の６）を取得する。

(3)事業内容 内　　容

公示回数 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 下水道法第９条に基づく公共下水道の供用及び処理開始にかかる公示、縦覧を行なう。 直接 公示回数 回 1 1

令和 2年度 下水道法第９条に基づく公共下水道の供用及び処理開始にかかる公示、縦覧を行う。 直接 公示回数 回 1

令和 3年度 下水道法第９条に基づく公共下水道の供用及び処理開始にかかる公示、縦覧を行なう。 直接 公示回数 回数 1

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

処理区分開始区域データ作成 151 処理区分開始区域データ作成 153 153 処理区分開始区域データ作成 153 処理区分開始区域データ作成 153
下水道供用開始平面図 下水道供用開始平面図 下水道供用開始平面図 下水道供用開始平面図
嘱託職員報酬額（2号嘱託） 1,000 嘱託職員報酬額（2号嘱託） 500 500 嘱託職員報酬額（2号嘱託） 500 嘱託職員報酬額（2号嘱託） 500

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,151 合　　計 653 653 合　　計 653 合　　計 653
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,151 ■特会 □受益 □基金 □その他 653 653 ■特会 □受益 □基金 □その他 653 ■特会 □受益 □基金 □その他 653
換算人数(人) 0.35 0.4 0.4 0.35 0.35
正職員人件費 3,080 3,520 3,520 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,000 544 544 1,000 1,000
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,231 4,173 4,173 3,733 3,733
(11)単位費用

4,231千円／回 4,173千円／回 4,173
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

下水道法第９条、千葉県流域下水道維持管理要綱第５条並びに同１０条により義務付けられているため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

財源確保のため、市で実施する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が整備した下水道について、迅速に整備箇所を把握し、下

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 水道の共用箇所を正確に公示するため市が行う必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

迅速に整備箇所を把握し、期日までに公示することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,173 58 4,173 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.37

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 前年度と同様の業務であり、事業費は概ね適正である。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

回 10万円 0.02 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
前年度整備工事完了箇所を把握し、下水道普及のため今後も引き続き供用開始の公示を漏れなく行い、公共水域の水質の保全を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 742 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 公共下水道事業供用開始 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,673 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,173 千円 (うち人件費 3,520 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるとともに、下水道



を高めるとともに、下水道 手賀沼流域下水道の早期整備を図る。
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的
展開方向

みます。
　手賀沼南部幹線や他の幹線および終末処理場の整備の促進、改築事業を行うため、手賀沼流域下水道建設 平成３１年５月　流域下水道事業債の要望
事業に係る費用の一部を負担する。 ２０２０年１月　手賀沼流域下水道建設負担金納入　　　　　　　　　　　　　　　　

当該年度 ２０２０年３月　流域下水道事業債の借入れ
執行計画

(3)事業内容 内　　容

千葉県との建設負担金についての協議回数 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 手賀沼流域下水道の早期の整備等を図る。 直接 千葉県との建設負担金についての協議回数 回 1 1

令和 2年度 手賀沼流域下水道の早期の整備を図る。 直接 千葉県との建設負担金についての協議回数 回 1

令和 3年度 手賀沼流域下水道の早期の整備を図る。 直接 千葉県との建設負担金についての協議回数 回 1

千葉県と調整協議しながら、事業を進める。２０２０年度、県が企業会計に移行するため、流域下水道事業債の納入・借り入れ
(7)事業実施上の課題と対応 の時期が従来と変わる（前倒しになる）ことが予想され、手続き及び資金予測を慎重に行う必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

手賀沼流域下水道建設費負担金 40,265 手賀沼流域下水道建設費負担金 36,289 28,978 手賀沼流域下水道建設費負担金 36,289 手賀沼流域下水道建設費負担金 36,289
（３月補正） △7,311

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 40,265 合　　計 28,978 28,978 合　　計 36,289 合　　計 36,289
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 29,400 充当率 100 ％ 20,500 20,500 充当率 100 ％ 27,000 充当率 100 ％ 27,000

(9)財源内訳
一般財源 90 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 □その他 10,775 ■特会 □受益 □基金 ■その他 8,478 8,478 ■特会 □受益 □基金 □その他 9,289 ■特会 □受益 □基金 □その他 9,289
換算人数(人) 0.4 0.35 0.35 0.4 0.4
正職員人件費 3,520 3,080 3,080 3,520 3,520

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 43,785 32,058 32,058 39,809 39,809
(11)単位費用

43,785千円／回 32,058千円／回 32,058
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・手賀沼の水質保全を図ることを目的に、県が管理主体（下水道法第２５条の２）となって実施する公共用水域の水質保 ●①事前確認での想定どおり
全対策事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・流域団体が手賀沼流域下水道建設費用の一部を負担（下水道法第３１条の２）し、手賀沼流域下水道事業の促進を図る ○要
   背景は？(事業の必要性) ものである。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

・下水道の整備により、生活排水の汚水が終末処理場で適切に処理されるため、河川等公共用水域の水質汚濁防止等自然 手賀沼流域下水道が毎年度少しづつ整備されることにより、汚水が適切に処理され、衛生的で快適な生活環境を形成し、
環境保全の観点からも必要な事業である。 公共水域の水質を保全することができるため。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている 下水道法により、市が実施することが規定されているため。 □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 下水道法により市が実施することが規定されているため。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業の性質上、市民の参加や市民との協働に適さないため、 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 該当なし。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業の性質上、市民の参加や市民との協働に適さない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼流域下水道事業の早期整備、適正な時期に適正な改築 千葉県が手賀沼流域下水道の整備を行っている。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している を行う。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

前年度並みの流域下水道の建設費であったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 32,058 11,727 32,058 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

26.78

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 手賀沼流域下水道全体計画により計画的に整備を行って

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 いるため、県及び関係市の調整が必要である。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

回 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
千葉県と協議しながら手賀沼流域下水道の整備事業を進め、汚水が適切に処理され、衛生的で快適な生活環境を形成し、公共水域の水質を保全
するため今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 743 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 流域下水道建設負担金の調整協議 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 39,369 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 21,165 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 32,058 千円 (うち人件費 3,080 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率



備を計画的に進めるとともに、既存施設 緊急輸送路の耐震性を確保するため、下水道施設（マンホール等）の地震対策を実施する。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
我孫子市下水道総合地震対策計画に基づき、マンホール浮上防止対策及び避難所にマンホールトイレの設置 ・地震対策実施設計（マンホール浮上防止、マンホールトイレ設置）　４月交付申請、５月契約（工期：６
を実施する。 月～１２月）
平成３０年度に実施した我孫子市下水道総合地震対策計画の次期計画に基づき策定した平成３１年度～平成 当該年度
３５年度の五か年整備計画により事業を実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

実施設計業務委託の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地震対策実施設計業務委託を完了させる。 直接 実施設計業務委託の進捗率 ％ 100 100

令和 2年度 下水道総合地震対策計画に基づき事業を進める。（平成３０年度に次期計画策定） 直接 整備率（実施／計画） ％ 25

令和 3年度 下水道総合地震対策計画に基づき事業を進める。 直接 整備率（実施／計画） ％ 50

マンホール浮上防止工事は、地下埋設物の占用位置を十分調査し、手戻りのないよう工事を実施する。
(7)事業実施上の課題と対応 マンホールトイレシステム設置工事は、利用者の目線で利便性等を検討し、災害時の快適なトイレ環境の確保を行う。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 耐震工事（ﾏﾝﾎｰﾙ浮上防止・補助事業） 19,000 ＊ 地震対策実施設計業務委託（補助事業） 18,000 18,000 ＊ ﾏﾝﾎｰﾙ浮上防止工事（補助事業） 20,000 ＊ ﾏﾝﾎｰﾙ浮上防止工事（補助事業） 20,000
＊ 舗装復旧工事（補助事業） 1,000 ＊ ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ設置工事（補助事業） 8,000 ＊ ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ設置工事（補助事業） 8,000
＊ 舗装復旧工事（起債事業） 1,000 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000
＊ 附帯工事（起債事業） 3,000 ＊ 資材価格等調査業務委託 1,000 ＊ 資材価格等調査業務委託 1,000
＊ 総合地震次期計画策定業務委託 8,500
＊ 資材価格等調査業務委託 1,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 33,500 合　　計 18,000 18,000 合　　計 32,000 合　　計 32,000
国庫支出金 補助率 50 ％ 10,000 補助率 50 ％ 9,000 9,000 補助率 50 ％ 14,000 補助率 50 ％ 14,000
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 12,800 充当率 45 ％ 8,100 8,100 充当率 45 ％ 15,400 充当率 45 ％ 15,400

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 10,700 ■特会 ■受益 □基金 □その他 900 900 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 2,600 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 2,600
換算人数(人) 0.4 0.45 0.45 0.4 0.4
正職員人件費 3,520 3,960 3,960 3,520 3,520

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 37,020 21,960 21,960 35,520 35,520
(11)単位費用

2,468千円／箇数 219.6千円／％ 219.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

下水道は重要なライフラインであり、地震等の災害で被災した場合には重大な事態を生じるおそれがある。このため「我 ●①事前確認での想定どおり
孫子市下水道総合地震対策計画」に基づき事業を行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

大規模な地震に備えるため下水道施設の耐震化は必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 リサイクル材（再生材）の活用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおり発注したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 21,960 15,060 21,960 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

40.68

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.46

％ 10万円 0.46 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、大規模な地震に備え、災害が発生しても下水道施設の機能が維持できるように引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1519 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 総合地震対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ 令和 5年度 ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 21,960 千円 (うち人件費 3,960 千円）⑦事業費
総事業費 480,969 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市総合地震対策事業

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整



域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 湖北駅北口地区の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
衛生的で快適な生活環境を確保するめに、湖北駅北口西側地区の下水道整備を行う。 ・舗装復旧工事（起債事業）；７月契約（工期：８月～１０月）

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

舗装復旧工事の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 舗装復旧工事を実施する。 直接 舗装復旧工事の進捗率 ％ 100 100

令和 2年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 135

令和 3年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 491

当該地区は、狭隘道路であるため、適正な迂回路を計画して第三者の安全な交通を確保する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 下水道管布設工事（起債事業） 12,840 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 5,300 3,144 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 6,480 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 2,160
＊ 舗装復旧工事工事（起債事業） 1,360 ＊ 附帯工事（起債事業） 2,000 0 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 1,620 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 540
＊ 附帯工事（起債事業） 2,000 ＊ （３月補正） △2,000 ＊ 附帯工事（起債事業） 2,000 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 27,000
＊ 水道切廻し工事 1,500 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 1,440
＊ ガス移設補償費 500 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 18,200 合　　計 5,300 3,144 合　　計 10,100 合　　計 34,140
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 50 ％ 3,240 補助率 50 ％ 14,580
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 15,298 充当率 95 ％ 5,035 2,986 充当率 45 ％ 6,300 充当率 45 ％ 17,800

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 2,902 ■特会 ■受益 □基金 □その他 265 158 ■特会 ■受益 □基金 □その他 560 ■特会 ■受益 □基金 □その他 1,760
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 2,640 2,640 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 20,840 7,940 5,784 12,740 36,780
(11)単位費用

84.37千円／ｍ 79.4千円／％ 57.84
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、駅至近にも関わらず下水道が未整備で早急に整備が必要であり、地元住民からの下水道整備の要望も強い地 ●①事前確認での想定どおり
区である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該地区は、住宅が密集しており、地元住民からの下水道整備の要望も強く、整備効果が高い地域である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 リサイクル材（再生材）の活用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおり発注したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,940 12,900 5,784 72.85
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

工事の支障となる占用物件がなく、附帯工事費が抑制されたため。

61.9

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 工事の支障となる占用物件がなく、附帯工事費が抑制さ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 れたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.26

％ 10万円 1.73 137.3

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
手賀沼等の公共用水域の水質改善を図る上で、必要不可欠な事業であるため引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1689 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 湖北駅北口西側地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ 令和 4年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,940 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 177,500 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,940 千円 (うち人件費 2,640 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区



より水洗化率を高めるとともに、下水道  我孫子市内で公共下水道に接続している家庭、事業所などから排出される汚水を処理するため、負担する
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 負担金について、金額を確定させる。
展開方向

みます。
 我孫子市内で公共下水道に接続している家庭、事業所などから排出される汚水を処理するために、負担す ２０２０年２月中旬頃から、千葉県と維持管理費負担金について協議する。
る負担金について、千葉県と調整協議する。 ２０２０年３月上旬頃、維持管理費負担金の支払額が決定する。
なお、手賀沼流域下水道維持管理負担金の単価については５年ごとに改定しているが、成３２年度法適用化 当該年度 ２０２０年３月下旬、千葉県に維持管理負担金を支払う。
を予定しており、２年連続の改定になるため、平成３１年度の改訂年を一年延伸した。 執行計画 　　

(3)事業内容 内　　容 平成３１年度は、官公庁会計最終年度になるため出納整理期間がなく、維持管理負担金の納入期限が３月末
日となる。
千葉県との維持管理負担金についての協議回数 想定値 1当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 流域下水道維持管理負担金を適正に負担する。 直接 千葉県との維持管理負担金についての協議回数 回 1 1

令和 2年度 流域下水道維持管理負担金を適正に負担する。 直接 千葉県との維持管理負担金についての協議回数 回 1

令和 3年度 流域下水道維持管理負担金を適正に負担する。 直接 千葉県との維持管理負担金についての協議回数 回 1

　流域下水道維持管理負担金を適正に負担するため、流域下水道維持管理負担金の単価改定などについて、手賀沼流域下水道事
(7)事業実施上の課題と対応 業の流域７市と千葉県とでよく協議を行う。２０２０年度、千葉県が公営企業会計に移行するため、新たに負担金の算定が予定 代替案検討 ○有 ●無

されている。また、納入時期の変更が予想されることから、資金管理を慎重に行う必要がある。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

流域下水道維持管理負担金（通常分） 700,000 流域下水道維持管理負担金（通常分） 700,000 776,558 流域下水道維持管理負担金（通常分） 700,000 流域下水道維持管理負担金（通常分） 700,000
（放射能対策費分を含む） （放射能対策費分を含む） （放射能対策費分を含む） （放射能対策費分を含む）

（３月補正） 76,559

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 700,000 合　　計 776,559 776,558 合　　計 700,000 合　　計 700,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 700,000 ■特会 □受益 □基金 □その他 776,559 776,558 ■特会 □受益 □基金 □その他 700,000 ■特会 □受益 □基金 □その他 700,000
換算人数(人) 0.35 0.25 0.25 0.35 0.35
正職員人件費 3,080 2,200 2,200 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 703,080 778,759 778,758 703,080 703,080
(11)単位費用

703,080千円／回 778,759千円／回 778,758
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・手賀沼の水質保全を図ることを目的に、県が管理主体（下水道法第２５条の２）となって実施する公共用水域の水質保 ●①事前確認での想定どおり
全対策事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・流域団体が手賀沼流域下水道維持管理費の一部を負担（下水道法第３１条の２）し、手賀沼流域下水道事業の運用を図 ○要
   背景は？(事業の必要性) るものである。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

・下水道の適正な維持管理により、生活排水の汚水が終末処理場で適切に処理されるため、河川等公共用水域の水質汚濁 千葉県との協議で我孫子市から排出される汚水の処理が適切に行われた。
防止等自然環境の観点からも必要である。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 市の負担金に係る協議であるため
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業の性質上、市民の参加や市民との協働に適さないため、 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 該当なし。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業の性質上、市民参加や市民の協働には適さない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼流域下水道事業の維持管理を行う。 公共水域の水質保全のため、汚水を手賀沼終末処理場で適切 ●①想定どおり
□②生き物と共存している に処理後に放流している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

県協議により適正な負担金を算出しため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 778,759 △75,679 778,758 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△10.76

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 汚水処理に要する負担金は、千葉県により適正に算出さ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 れているため、本市の事業費は適正である

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

回 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
汚水が適正に処理され、快適で衛生的な生活環境が形成できるよう、今後も原状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1883 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 流域下水道維持管理負担金の調整協議 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 702,200 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 702,200 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 778,759 千円 (うち人件費 2,200 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけに



水洗化率を高めるとともに、下水道 消費税及び地方消費税の適正な申告に努める。
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的
展開方向

みます。
消費税及び地方消費税の申告書を作成し、納税をする。 平成３１年９月３０日までに、平成３０年度分の確定申告を行い、納税をする。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

適正な納税をするための、確定申告を行う回数。 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正な確定申告を行い、納税をする。 直接 適正な納税をするための、確定申告を行う回数。 回 1 1

令和 2年度 適正な確定申告を行い、納税をする。 直接 適正な納税をするための、確定申告を行う回数。 回 1

令和 3年度 適正な確定申告を行い、納税をする。 直接 適正な納税をするための、確定申告を行う回数。 回 1

　我孫子市公共下水道事業特別会計は、２０２０年４月企業会計化することで、消費税の算出方法が変更となる。特定収入の取
(7)事業実施上の課題と対応 扱いや消費税法改正など、公営企業の消費税に関しては難解な部分が多く、公営企業の消費税について専門性を有する公認会計 代替案検討 ○有 ●無

士、税理士等と相談し、適正な申告、納税を行っていく必要がある。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消費税業務支援事業委託料 249 消費税及び地方消費税（雨水分含む） 32,472 18,771 消費税及び地方消費税（雨水分含む） 32,472 消費税及び地方消費税（雨水分含む） 32,472
消費税及び地方消費税（雨水分含む） 13,400 （３月補正） △13,701 消費税業務支援事業委託料 消費税業務支援事業委託料

消費税業務支援事業委託料 ・申告書作成、提出及び税務代理 165 ・申告書作成、提出及び税務代理 253
＊ ・申告書作成、提出及び税務代理 253 253 ＊ ・公営企業会計化に伴う
＊ ・公営企業会計化に伴う ＊ 　税務・会計顧問及び決算書類作成 528

２０２０年度予算書類等の作成指導 165 165 ＊ 　指導　　月額40,000円＊12月

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 13,649 合　　計 19,189 19,189 合　　計 33,165 合　　計 32,725
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 13,649 ■特会 □受益 □基金 □その他 19,189 19,189 ■特会 □受益 □基金 □その他 33,165 ■特会 □受益 □基金 □その他 32,725
換算人数(人) 0.45 0.6 0.6 0.6 0.45
正職員人件費 3,960 5,280 5,280 5,280 3,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 17,609 24,469 24,469 38,445 36,685
(11)単位費用

17,609千円／回 24,469千円／回 24,469
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消費税及び地方消費税の納税義務があるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

課税事業者であり、納税義務があるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている 市に申告納税義務があるため。 □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市に申告義務があるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 自治体である市に納税義務があるため、該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
自治体である市に納税義務があるため。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

消費税及び地方消費税の正しい申告を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 24,469 △6,860 24,469 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△38.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 建設事業費の減額により、納付税額が減となった。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

回 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
消費税及び地方消費税の正しい申告を行うため今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2049 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 下水道事業の健全経営の確保 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 消費税及び地方消費税の申告・納税 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 38,170 千円 (うち人件費 5,280 千円）⑦事業費
総事業費 41,449 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 24,469 千円 (うち人件費 5,280 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより



区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 下ヶ戸西側地区（区画整理地区）の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
衛生的で快適な生活環境を確保するために、下ヶ戸西側地区（区画整理地区）の下水道整備を行う。 ・舗装復旧工事（補助事業）；４月交付申請、５月契約（工期：６月～９月）

・舗装復旧工事（起債事業）；６月契約（工期：７月～１０月）
当該年度 ・資材等価格調査；４月契約（工期：４月～５月）
執行計画 ・マンホールポンプ設置工事（補助事業）；４月交付申請、６月契約（工期：７月～１２月）

(3)事業内容 内　　容

マンホールポンプ設置工事の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 マンホールポンプ設置工事を実施する。 直接 マンホールポンプ設置工事の進捗率 ％ 100 100

令和 2年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 442

令和 3年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 1,350

ガス、水道、ＮＴＴ等の地下埋設物が集中しているため、占用位置を十分調査し、安全に工事を実施する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 下水道管布設工事（起債事業） 33,740 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 3,618 3,618 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 26,520 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 4,520
＊ 下水道管布設工事（補助事業） 16,000 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 9,526 9,526 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 50,890
＊ 舗装復旧工事（補助事業） 18,600 ＊ マンホールポンプ設置工事（補助事業） 12,386 12,386 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 10,860
＊ 舗装復旧工事（起債事業） 2,500 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000 0 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000
＊ 舗装復旧工事（ガス受託収入分） 4,050 ＊ （３月補正） △3,000
＊ 附帯工事（起債事業） 3,000 ＊ 資材等価格調査業務委託 2,000 846

＊ （３月補正） △1,154
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 77,890 合　　計 26,376 26,376 合　　計 29,520 合　　計 69,270
国庫支出金 補助率 50 ％ 17,300 補助率 50 ％ 8,002 8,002 補助率 50 ％ 13,260 補助率 50 ％ 27,705
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 52,848 充当率 45 ％ 16,250 16,250 充当率 45 ％ 14,700 充当率 45 ％ 38,100

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 □その他 7,742 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 2,124 2,124 ■特会 ■受益 □基金 □その他 1,560 ■特会 ■受益 □基金 □その他 3,465
換算人数(人) 0.2 0.35 0.35 0.1 0.35
正職員人件費 1,760 3,080 3,080 880 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 79,650 29,456 29,456 30,400 72,350
(11)単位費用

125.43千円／ｍ 294.56千円／％ 294.56
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、土地区画整理事業により宅地造成された地区であり、下水道は未整備となっているため、住民からも下水道 ●①事前確認での想定どおり
整備の要望が強い地区である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該地区は、住宅が密集しており、地元住民からの下水道整備の要望も強く、整備効果が高い地区である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 リサイクル材（再生材）の活用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおりに発注したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 29,456 50,194 29,456 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

63.02

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.34

％ 10万円 0.34 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
手賀沼等の公共用水域の水質改善を図る上で、必要不可欠な事業であるため引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2061 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下ヶ戸西側地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 8年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 42,680 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 364,200 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 29,456 千円 (うち人件費 3,080 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化



市街化区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 青山地区他の公共下水道は、平成２９年度に流域下水道（手賀沼北部第二幹線）への接続切替えが完了し、
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的 青山汚水中継ポンプ場の運転を停止している。今後、当該ポンプ場に接続する圧送管及び流入管を閉塞し、
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。 安全な道路交通等を確保する。
当該ポンプ場は、すでに供用開始してから２０年余りが経過し、老朽化にくわえ、流域下水道（手賀沼北部 圧送管・流入管閉塞実施設計業務委託；５月契約（工期：６月～１１月）
第二幹線）の完成により青山地区他の公共下水道は、平成２９年度に流域下水道への接続切替え工事を実施
し、完了した。 当該年度
切替え完了後は、当該ポンプ場を災害用マンホールトイレ等の資機材置場として一時的に活用している。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 今後、当該ポンプ場に接続する圧送管及び流入管を閉塞し、道路陥没等の事故防止に努める。

圧送管・流入管閉塞実施設計業務委託の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 圧送管・流入管閉塞実施設計業務委託を実施する。 直接 圧送管・流入管閉塞実施設計業務委託の進捗率 ％ 100 100

令和 2年度 圧送管、流入管閉塞工事を実施する。 直接 圧送管、流入管閉塞延長 ｍ 890

令和 3年度 － 0

青山汚水中継ポンプ場は、平成２９年度の流域下水道への接続切替え工事に伴い、運転を停止しており、圧送管、流入管を閉塞
(7)事業実施上の課題と対応 し、安全な道路交通等を確保する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

資料整理 0 ＊ 圧送管、流入管閉塞実施設計 4,100 3,300 ＊ 圧送管、流入管閉塞工事 36,000
関係機関との調整協議、現地調査 0 ＊ （11月流用） △102

＊ （３月補正） △698

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 3,300 3,300 合　　計 36,000 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 ■その他 3,300 3,300 ■特会 □受益 □基金 ■その他 36,000 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.4 0.4 0.25 0
正職員人件費 2,200 3,520 3,520 2,200 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,200 6,820 6,820 38,200 0
(11)単位費用

22千円／％ 68.2千円／％ 68.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

青山汚水中継ポンプ場は、平成２９年度に公共下水道を流域下水道へ切替えたことから、ポンプ運転を停止している。当 ●①事前確認での想定どおり
該ポンプ場に接続する圧送管及び流入管が道路に埋設されており、道路陥没等の危険を伴うことから閉塞のための調査・ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 設計を早期に実施する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

下水道管の破損が原因で交通障害等を引き起こさないよう閉塞のための調査・設計を早期に実施する必要があったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 リサイクル材（再生材）の活用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおり発注したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,820 △4,620 6,820 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△210

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.47

％ 10万円 1.47 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
下水道管の破損が原因で交通障害等を引き起こさないよう圧送管、流入管の閉塞は必要なため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2062 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 青山地区の流域下水道への接続事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ 令和 2年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,620 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 175,200 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,820 千円 (うち人件費 3,520 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、



域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 布佐駅東側地区の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
衛生的で快適な生活環境を確保するために、布佐駅東側地区の下水道整備を行う。 ・下水道管布設工事（補助事業）；４月交付申請、６月契約（工期：７月～１１月）

・下水道管布設工事（起債事業）；６月契約（工期：７月～１１月）
当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

公共下水道管渠布設延長 想定値 130当該年度
単位 ｍ

活動結果指標 実績値 130

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 公共下水道管布設工事を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 130 80

令和 2年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 250

令和 3年度 舗装復旧工事を実施する。 直接 舗装復旧工事の進捗率 % 100

ガス、水道等の地下埋設物が集中しているため、占用位置を十分調査し、安全に工事を実施する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 実施設計（補助事業） 10,000 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 6,332 6,332 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 640 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 1,280
＊ 下水道管布設工事（起債事業） 5,404 5,404 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 1,300 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 2,120
＊ 附帯工事（起債事業） 2,000 0 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 3,840 ＊ 附帯工事（起債事業） 2,000

（３月補正） △2,000 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 6,360
＊ 附帯工事（起債事業） 2,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 10,000 合　　計 11,736 11,736 合　　計 14,140 合　　計 5,400
国庫支出金 補助率 50 ％ 5,000 補助率 50 ％ 3,166 3,166 補助率 50 ％ 2,240 補助率 50 ％ 640
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 4,500 充当率 45 ％ 7,982 7,983 充当率 45 ％ 11,100 充当率 45 ％ 4,400

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 □その他 500 ■特会 ■受益 □基金 □その他 588 587 ■特会 ■受益 □基金 □その他 800 ■特会 ■受益 □基金 □その他 360
換算人数(人) 0.3 0.25 0.25 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 2,200 2,200 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,640 13,936 13,936 16,780 8,040
(11)単位費用

126.4千円／％ 107.2千円／ｍ 107.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、公共下水道が未整備であり、県道千葉竜ヶ崎線の建設に伴い分断されている。地元からの要望が強く、早期 ●①事前確認での想定どおり
に整備を行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該地区は、住宅が密集しており、地元住民からの下水道整備の要望も強く、整備効果が高い地区である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 リサイクル材（再生材）の活用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｍ) 目標値(b)(ｍ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｍ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
130 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおりに発注したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 130 162.5
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,936 △1,296 13,936 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△10.25

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 工事の支障となる占用物件がなく、附帯工事費が抑制さ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 れたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.57

ｍ 10万円 0.93 163.16

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
当該地区は、公共下水道が未整備であり、県道千葉竜ヶ崎線の建設に伴い分断されている。地元からの下水道整備の要望が強く、引き続き推進
していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2166 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 布佐駅東側地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 ■布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 4年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,600 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 34,400 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 13,936 千円 (うち人件費 2,200 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区



化区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 湖北駅北口東側地区の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
湖北駅北口東側地区の下水道整備を行い、衛生的で快適な生活環境を確保する。 ・下水道管布設工事（補助事業）；４月交付申請、５月契約（工期：６月～１１月）

・下水道管布設工事（起債事業）；６月契約（工期：７月～１１月）
当該年度 ・舗装復旧工事（補助事業）；４月交付申請、７月契約（工期：８月～１１月）
執行計画 ・舗装復旧工事（起債事業）；７月契約（工期：８月～１１月）

(3)事業内容 内　　容

公共下水道管渠布設延長 想定値 224当該年度
単位 ｍ

活動結果指標 実績値 252

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 252 224

令和 2年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 462

令和 3年度 整備計画に基づき、下水道の整備を実施する。 直接 公共下水道管渠布設延長 ｍ 895

当該地区は、狭隘道路であるため、適正な迂回路を計画して第三者の安全な交通を確保する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 下水道管布設工事（補助事業） 8,800 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 1,264 1,264 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 2,980 ＊ 舗装復旧工事（補助事業） 3,820
＊ 下水道管布設工事（起債事業） 8,520 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 3,144 3,144 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 740 ＊ 舗装復旧工事（起債事業） 940
＊ 附帯工事（起債事業） 2,000 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 14,502 14,502 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 11,460 ＊ 下水道管布設工事（補助事業） 20,820

＊ 下水道管布設工事（起債事業） 4,452 4,452 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 2,820 ＊ 下水道管布設工事（起債事業） 5,160
＊ 附帯工事（起債事業） 2,000 675 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000 ＊ 附帯工事（起債事業） 3,000

（3月補正） △1,325

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 19,320 合　　計 24,037 24,037 合　　計 21,000 合　　計 33,740
国庫支出金 補助率 50 ％ 4,400 補助率 50 ％ 7,883 7,883 補助率 50 ％ 7,220 補助率 50 ％ 12,320
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 13,954 充当率 45 ％ 14,951 14,951 充当率 45 ％ 12,700 充当率 45 ％ 19,700

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 □その他 966 ■特会 ■受益 □基金 □その他 1,203 1,203 ■特会 ■受益 □基金 □その他 1,080 ■特会 ■受益 □基金 □その他 1,720
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,760 1,760 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 21,080 25,797 25,797 22,760 35,500
(11)単位費用

72.69千円／ｍ 115.17千円／ｍ 102.37
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、公共下水道整備を進めている地区であり、住民からの要望もあり、早急に下水道整備進めていく必要がある ●①事前確認での想定どおり
。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該地区は、住宅が密集しており、地元住民からの下水道整備の要望も強く、整備効果が高い地区である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 リサイクル材（再生材）の活用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｍ) 目標値(b)(ｍ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｍ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
252 224 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画通りに発注したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 252 112.5
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 25,797 △4,717 25,797 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△22.38

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 工事の支障となる占用物件がなく附帯工事費が抑制され

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 たため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.87

ｍ 10万円 0.98 112.64

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
手賀沼等の公共用水域の水質改善を図る上で必要不可欠な事業であるため引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2170 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 湖北駅北口東側地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 9年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 26,660 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 282,600 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 25,797 千円 (うち人件費 1,760 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街



ともに、既存施設 高野山地区の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
衛生的で快適な生活環境を確保するために、高野山地区の下水道整備を行う。 関係機関との調整協議、現地調査

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

関係機関との調整協議、現地調査の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関との調整協議、現地調査を実施する。 直接 関係機関との調整協議、現地調査の進捗率 ％ 100 100

令和 2年度 関係機関との調整協議、現地調査を実施する。 直接 関係機関との調整協議、現地調査の進捗率 % 100

令和 3年度 調査・修正設計業務委託を実施する。 直接 調査・修正設計業務委託の進捗率 % 100

国道３５６号に占用するため、道路管理者と協議・調整を図る。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

関係機関との調整協議、現地調査 0 関係機関との調整協議、現地調査 0 0 関係機関との調整協議、現地調査 0 ＊ 調査・修正設計 3,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 3,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 ■その他 3,000
換算人数(人) 0.15 0.05 0.05 0.15 0.15
正職員人件費 1,320 440 440 1,320 1,320

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,320 440 440 1,320 4,320
(11)単位費用

13.2千円／％ 4.4千円／％ 4.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、都市基盤整備を進めている地区であり、下水道整備を進めていく必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
また、地元住民からの下水道整備の要望も強い地区である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該地区は、住宅が密集しており、地元住民からの下水道整備の要望も強く、整備効果が高い地区である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

関係機関との協議、現地調査を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 440 880 440 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

66.67

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 22.73

％ 10万円 22.73 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
手賀沼等の公共用水域の水質改善を図る上で、必要不可欠な事業であるため引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2171 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 高野山地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ 令和 9年度 ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 440 千円 (うち人件費 440 千円）⑦事業費
総事業費 230,500 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ○無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に進めると



ともに、既存施設 下ヶ戸北側地区の下水道整備を行い、良好な生活環境の形成を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
衛生的で快適な生活環境を確保するために、下ヶ戸北側地区の下水道整備を行う。 関係機関との調整協議、現地調査

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

関係機関との調整協議、現地調査の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関との調整協議、現地調査を実施する。 直接 関係機関との調整協議、現地調査の進捗率 % 100 100

令和 2年度 関係機関との調整協議、現地調査を実施する。 直接 関係機関との調整協議、現地調査の進捗率 ％ 100

令和 3年度 下水道基本設計業務委託を実施する。 直接 下水道基本設計業務委託の進捗率 % 100

現地調査および関係機関との調整協議を実施する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

関係機関との調整協議、現地調査 0 関係機関との調整協議、現地調査 0 0 関係機関との調整協議、現地調査 0 ＊ 下水道基本設計 6,500

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 6,500
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 ■その他 6,500
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 880 880 880 880 7,380
(11)単位費用

8.8千円／％ 8.8千円／％ 8.8
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、都市基盤整備を進めている地区であり、下水道整備を進めていく必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
また、地元住民からの下水道整備の要望も強い地区である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

手賀沼等の公共用水域の水質改善を図る上で、必要不可欠な事業であるため引き続き推進していく。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

関係機関との協議、現地調査を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 880 0 880 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 11.36

% 10万円 11.36 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
手賀沼等の公共用水域の水質改善を図る上で、必要不可欠な事業であるため引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2172 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下ヶ戸北側地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和13年度 ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 880 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 97,300 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に進めると



帯への働きかけにより水洗化率を高めるとともに、下水道 　経営成績や財政状態など自らの経営状況のより的確な把握が可能となるように地方公営企業法を適用し、
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 公営企業会計へ移行する。
展開方向

みます。
・地方公営企業法適用化基本計画に基づき地方公営企業法適用化移行業務を行う。 地方公営企業法適用化に係る次の委託業務について契約及び執行管理を行う。

　①地方公営企業法適用に関する移行支援業務（Ｈ２９～３１年度継続事業）
当該年度 　　　　　固定資産調査・評価　
執行計画 　②企業会計システム購入（Ｈ３０～３１年度債務負担行為）

(3)事業内容 内　　容 　③条例・規則の整備　　　　　  ④関係部局との調整

地方公営企業法適用化に係る委託業務の執行管理 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地方公営企業法適用化に係る委託業務の進捗率 直接 地方公営企業法適用化に係る委託業務の進捗率 ％ 100 100

令和 2年度 地方公営企業法適用化に係る移行業務を年度末までに終了する。 直接 地方公営企業法適用化に係る移行業務の完了。 ％ 100

令和 3年度 地方公営企業法財務適用による適切な計理と財務諸表の作成による経営の健全化。 直接 月例監査の回数 回 12

２０２０年度企業会計化にむけての最終年度として、業務量が集中することとなる。特に、条例規則整備・会計処理業務を含む
(7)事業実施上の課題と対応 、関係部局との調整作業が集中するため、業務に精通する職員の確保・増員が最大の課題である。会計処理業務が日常業務とし 代替案検討 ○有 ●無

て定着するまで、課全体として協力して業務を進めていく必要がある。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 地方公営企業法適用化移行業務委託料 20,070 ＊ 地方公営企業法適用化移行業務委託料 17,702 17,452 公営企業会計システム保守料 473 公営企業会計システム保守料 473
＊ （起債対象/継続費２９年～３１年） ＊ （起債対象・継続費２９年～３１年）
＊ 公営企業会計システム購入費 0 ＊ 公営企業会計システム購入費 21,846 6,560
＊ 実行予算なし ＊ （起債対象・債務負担３０～３１年)
＊ （債務負担３０～３１年） 0 ＊ 公営企業会計システム保守 237 0

研修旅費 23 ＊ （３月補正） △15,286
研修負担金 140 ＊ （１０月～３月・予算マスタ分）

実施内容 ＊ 研修旅費 49 28
＊ 研修負担金 307 150

(8)施行事項
費　　用 ＊ 消耗品（角印、データ印等） 43 25

＊ 印刷製本費（納入通知書等） 294 42
＊ 備品購入費（チェックライター） 21 20
＊ 手数料（当座預金開設手数料） 11 11

予算(決算)額 合　　計 20,233 合　　計 25,224 24,288 合　　計 473 合　　計 473
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 19,900 充当率 100 ％ 24,100 24,000 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 333 ■特会 □受益 □基金 ■その他 1,124 288 ■特会 □受益 □基金 □その他 473 ■特会 □受益 □基金 □その他 473
換算人数(人) 0.75 1.7 1.7 2.8 2
正職員人件費 6,600 14,960 14,960 24,640 17,600

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 26,833 40,184 39,248 25,113 18,073
(11)単位費用

536.66千円／％ 401.84千円／％ 392.48
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　今後、施設の老朽化、人口減少による使用料収入の減少等、下水道事業をめぐる経営環境が厳しさを増していく中で、 ●①事前確認での想定どおり
自らの経営状況を正確に把握した上で経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組む必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　そのためには、経営成績や財政状態など自らの経営状況のより的確な把握が可能となるように地方公営企業法を適用し ○要
   背景は？(事業の必要性) 、公営企業会計に移行することが必要となる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　また、公営企業会計の適用拡大に係る集中取組期間が平成２７年度から平成３１年度となっており、地方債を発行する 令和２年度公営企業会計化に向けての準備作業が、順調に進捗した。
ことができ、地方債の元利償還金については普通交付税措置がある。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 事業の性質上、市の実施以外は考えられない。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業の性質上、市民参加や市民との協働に適さないため、該 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 当なし。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業の性質上、市民参加や市民との協働に適さない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
事業の性質上、該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

令和２年度４月１日をもって、地方公営企業法の適用を受けた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 40,184 △13,351 39,248 97.67
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△49.76

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.25

％ 10万円 0.25 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ●その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は平成２８年度～３１年度までの４か年事業として実施してきたものであり、予定どおり当初の目的を達成し、平成３１年度（令和元年 本事業は平成２８年度～３１年度までの４か年事業として実施してきたものであり、予定どおり当初の目的を達成し、平成３１年度（令和元年
度）で完了した。 度）で完了した。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2176 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 下水道事業の健全経営の確保 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 地方公営企業法適用化事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 平成31年度 ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 55,470 千円 (うち人件費 14,960 千円）⑦事業費
総事業費 34,611 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 40,184 千円 (うち人件費 14,960 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世



するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 公共下水道施設のすべてを対象とし、将来にわたって適切に維持管理、改築、修繕を行っていくためストッ
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的 クマネジメント計画を策定し実施することを目的とする。
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
　ストックマネジメントに基づく予防保全型の施設管理を実現するため、明確かつ具体的な施設管理の目標 ストックマネジメント計画策定業務委託；４月交付申請、５月契約
を設定し、リスク検討に基づく点検・調査計画及び改築・修繕計画を策定する。 ・委託期間：６月～１２月
　また、これらの計画を実行し、評価、見直しを行うとともに施設情報を蓄積し、ストックマネジメントの 当該年度 ・業務内容：リスク評価、施設管理の目的設定、長期的な改築事業のシナリオ設定、点検・調査計画の策定
精度向上を図る。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 　具体的には、①導入準備、②施設情報の収集・整理、③施設管理の目標設定、④リスクの検討、⑤点検・
調査計画の策定及び実行、⑥改築・修繕計画の策定及び実行、⑦評価の見直しという工程となる。
　なお、汚水事業（下水道課）、雨水事業（治水課）を同時に行う。 ストックマネジメント計画策定業務委託の進捗率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ストックマネジメント計画策定業務委託を実施する。 直接 ストックマネジメント計画策定業務委託の進捗率 % 100 100
・リスク評価；優先して対策すべき施設の抽出

令和 2年度 点検・調査業務委託を実施する。 直接 点検・調査業務委託の進捗率 ％ 100

令和 3年度 改築・修繕実施設計業務委託を実施する。 直接 改築・修繕実施設計業務委託の進捗率 ％ 100

公共施設の長寿命化については、市全体の施設の修繕・改築計画と整合を図る必要があるため、資産経営課及び下水道課、治水
(7)事業実施上の課題と対応 課で調整を図っていく必要がある。 代替案検討 ●有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画策定調査業務委託 24,840 ＊ ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画策定業務委託 16,000 16,000 ＊ ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画に基づく 33,135 ＊ ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画に基づく 15,000
　（汚水分）（補助事業） （汚水分）（補助事業） 点検・調査業務委託 実施設計業務委託
①施設情報の収集・整理 ＊ （11月流用） 102 102 （汚水分）（補助事業） （汚水）（補助事業）
（下水道台帳の電子データ化） ＊ 下水道台帳システム等導入費 3,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 24,840 合　　計 16,102 16,102 合　　計 33,135 合　　計 18,000
国庫支出金 補助率 50 ％ 12,420 補助率 50 ％ 8,000 8,000 補助率 50 ％ 16,567 補助率 50 ％ 7,500
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 12,420 ■特会 □受益 □基金 ■その他 8,102 8,102 ■特会 □受益 □基金 ■その他 16,568 ■特会 □受益 □基金 ■その他 10,500
換算人数(人) 0.45 0.65 0.65 0.4 0.45
正職員人件費 3,960 5,720 5,720 3,520 3,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 28,800 21,822 21,822 36,655 21,960
(11)単位費用

288千円／％ 218.22千円／％ 218.22
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　本市の下水道建設は、昭和４２年度から始まり、平成１０年代までの間に集中的に整備され、今後急速に老朽化するこ ●①事前確認での想定どおり
とが見込まれる。ストックマネジメントに基づく予防保全型の施設管理を実現するため、早急に行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

下水道施設の効率的な維持管理及び改築を実施していく必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった ストックマネジメントに基づく予防保全型の施設管理を実現

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 するため、リスク評価や点検調査計画の策定等を行い、実施
□その他 　促進された 方針を定めた。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおりに発注したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 21,822 6,978 21,822 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

24.23

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.46

% 10万円 0.46 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
下水道施設の効率的な維持管理及び改築の実施など、ストックマネジメントの導入が必要不可欠な事業であるため引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2179 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 下水道施設の整備と維持管理 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下水道ストックマネジメント事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 4年度 ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 21,720 千円 (うち人件費 5,720 千円）⑦事業費
総事業費 3,520 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 21,822 千円 (うち人件費 5,720 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ○無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保



下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 久寺家汚水中継ポンプ場の圧送管を閉塞し、安全な道路交通を確保する。
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
久寺家汚水中継ポンプ場に接続する圧送管を閉塞し、道路陥没等の事故防止に努める。 現地調査の実施

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

現地調査の進捗率 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 現地調査を実施する。。                           直接 現地調査の進捗率 % 100 100

令和 2年度 占用者協議を実施する。 直接 占用者協議の進捗率 % 100

令和 3年度 圧送管閉塞実施設計業務委託を実施する。 直接 圧送管閉塞実施設計業務委託の進捗率 % 100

圧送管を閉塞し、安全な道路交通を確保する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

資料整理 0 現地調査 0 0 占用者協議 0 ＊ 圧送管閉塞実施設計 2,000
関係機関との調整協議、現地調査 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 2,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 ■その他 2,000
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.15 0.25
正職員人件費 1,320 1,320 1,320 1,320 2,200

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,320 1,320 1,320 1,320 4,200
(11)単位費用

13.2千円／% 13.2千円／% 13.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

久寺家汚水中継ポンプ場は、平成25年度に公共下水道を流域下水道へ切替えたことから、ポンプ運転を停止している。当 ●①事前確認での想定どおり
該ポンプ場に接続する圧送管が道路に埋設されており、道路陥没等の危険を伴うことから閉塞のための調査・設計を早期 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ に行う必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

下水道管の破損が原因で交通障害等を引き起こさないよう閉塞のための調査・設計を早期に実施する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

現地調査を実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,320 0 1,320 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 7.58

% 10万円 7.58 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
下水道管の破損が原因で交通障害等を引き起こさないよう圧送管、流入管の閉塞は必要なため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2182 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 久寺家汚水中継ポンプ場の圧送管閉塞事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 4年度 ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,320 千円 (うち人件費 1,320 千円）⑦事業費
総事業費 32,600 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の



に、下水道 経営環境が厳しさを増す中にあっても、事業、サービスの提供を安定的に継続できるよう「経営戦略」を策
施策目的・

(2)目的 使用料や受益者負担金の未納者への督促を強化し、増収に努めます。また、地方公営企業法の適用に取り組 事業目的 定し、中長期的な視点に立った経営、徹底した効率化、健全経営化に取り組むことにより、経営基盤の強化
展開方向

みます。 と財政マネジメントの向上を実現する。
下水道事業経営戦略の内容については、１．事業概要、２．経営の基本方針、３．投資・財政計画（収支計 平成３２年度地方公営企業法適用（公営企業会計化）後の経営戦略見直しについて、検討する。
画）、４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項の４項目に沿ったものとなる見込みである。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

「我孫子市下水道事業経営戦略」の公開 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 「我孫子市下水道事業経営戦略」の策定 直接 「我孫子市下水道事業経営戦略」の見直しの検討 回 1 1

令和 2年度 公営企業法適用後の「我孫子市下水道事業経営戦略」の策定 直接 公営企業法適用後の「我孫子市下水道事業経営戦略」の策定 回 1

令和 3年度 公営企業法適用後の「我孫子市下水道事業経営戦略」の策定 直接 公営企業法適用後の「我孫子市下水道事業経営戦略」の策定の進捗 ％ 100

総務省では２０２０年度までに経営戦略の策定率１００％を目標としており（平成３０年度まで財政措置あり）、当市では平成
(7)事業実施上の課題と対応 ２９年度に経営戦略を策定している。２０２０年度の公営企業会計化により、事業開始から現在までの資産・財政状況をより明 代替案検討 ○有 ●無

確にした後、経営戦略を見直す必要がある。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ＨＰ公開 0 経営分析資料作成 0 0 経営分析資料作成 0 経営分析資料作成 0
経営分析資料作成

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 880 880 880 880 880
(11)単位費用

880千円／回 880千円／回 880
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

将来的に人口減少に伴う料金収入の減少や下水道施設の老朽化に伴う更新投資の増大等が予想される中で、下水道サービ ●①事前確認での想定どおり
スの提供を将来に渡り安定的に継続するためには、「経営戦略」を策定し、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 実現していくことが強く求められる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 「経営戦略」策定については、総務省通知により平成３０年度まで集中取組期間となっており、平成２９年度に策定して ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

いるが、平成３２年度の公営企業法適用化によって、新たに経営戦力を見直し策定する必要がある。 令和２年４月１日に地方公営企業法の適用を受け、経営成績や財政状況などの自らの経営状況を正確に把握することが可
能となった。経営戦略の見直しにより経営の健全化を図るため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 経営戦略の見直しに必要な情報は市が持っているため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業の性質上、市民参加や市長との協働に適さない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
事業の性質上、該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

今後の見直しの方向性について検討し、令和２年度～３年度に経営戦略の見直し
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100

を実施するものとした。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 880 0 880 100
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.11

回 10万円 0.11 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和２年度の地方公営企業法適用化に伴い、経営戦略の見直しを進めていく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2203 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 健全な経営体制の確立 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 下水道事業経営戦略策定事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ 平成29年度 ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 880 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 7,760 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

下水道事業の健全経営を確保するため、未接続世帯への働きかけにより水洗化率を高めるととも



の下水道整備を計画的に進めるとともに、既存施設 当該地区は、大雨時に下水道マンホールから溢水するため、調査によって原因を把握し、適正な対策工事を
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的 行い、管路、マンホール等の下水道施設の機能を保持できるよう努める。
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
当該地区は、平成２９年度から現況を的確に把握するための不明水実態調査解析を行っている。この結果を 不明水詳細調査解析（取付管）業務委託；５月契約（工期：６月～１２月）
踏まえ、平成３０年度に流末エリアでＴＶカメラを使用した詳細調査・解析（本管、人孔）、平成３１年度
にも同様の調査・解析（取付管）を行い、平成３２年度以降、補修実施計画作成、補修工事を行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

不明水詳細調査解析（取付管）業務委託の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 不明水詳細調査解析（取付管）業務委託を実施する。 直接 不明水詳細調査解析（取付管）業務委託の進捗率 ％ 100 100

令和 2年度 補修実施計画業務委託を実施する。 直接 補修実施計画業務委託の進捗率 ％ 100

令和 3年度 補修工事を実施する。 直接 整備率（実施／計画） ％ 50

調査・補修工事は、住民への説明を十分行い、事業への理解を得ながら進めていく必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 不明水詳細調査解析業務委託 4,000 ＊ 不明水詳細調査解析（取付管）業務委託 4,000 3,635 ＊ 不明水詳細調査解析業務委託（下流域） 7,600 ＊ 補修工事（下流域）（補助事業） 10,000
（ＴＶカメラ調査） ＊ （ＴＶカメラ調査） （補修実施計画）

＊ （３月補正） △365

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 4,000 合　　計 3,635 3,635 合　　計 7,600 合　　計 10,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 50 ％ 3,800 補助率 50 ％ 5,000
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 45 ％ 3,420 充当率 45 ％ 4,500

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 4,000 ■特会 □受益 □基金 ■その他 3,635 3,635 ■特会 ■受益 □基金 □その他 380 ■特会 ■受益 □基金 □その他 500
換算人数(人) 0.4 0.5 0.5 0.4 0.4
正職員人件費 3,520 4,400 4,400 3,520 3,520

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,520 8,035 8,035 11,120 13,520
(11)単位費用

75.2千円／％ 80.35千円／％ 80.35
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、大雨時に下水道マンホールから溢水し、地元住民から調査、対策の要望もあるため、早期の対応を要する。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

該当地区は、大雨時に下水道マンホールから溢水し、公衆衛生上及び維持管理上の問題となっており、地元からの改善要
望も強く、整備効果が高い地区である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおりに発注したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,035 △515 8,035 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△6.85

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.24

％ 10万円 1.24 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
該当地区は、大雨時に不明水の流入により下水道マンホールから溢水し、公衆衛生上及び維持管理上の問題となっており、現況を的確に把握し
、効果的な対策を実施する上で、必要不可欠な事業であるため引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2208 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 維持管理の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 久寺家１・２丁目地区不明水対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 5年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,400 千円 (うち人件費 4,400 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 8,035 千円 (うち人件費 4,400 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内



進めるとともに、既存施設 当該地区は、大雨時に下水道マンホールから溢水するため、調査によって原因を把握し、適正な対策工事を
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的 行い、管路、マンホール等の下水道施設の機能を保持できるよう努める。
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。
当該地区は、雨天時不明水の流入が維持管理上の問題となっている。また、地元から要望も強く早急な排除 現況調査及び住民との調整・協議
対策が必要である。
平成３０年度に自治会との協議を行い、平成３１年度以降、汚水マンホール等の現況調査（雨水の流入状況 当該年度
）、不明水実態調査解析（流量調査・降雨調査・地下水位調査）を行う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

現況調査及び住民との調整・協議の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 現況調査及び住民との調整・協議を実施する。 直接 現況調査及び住民との調整・協議の進捗率 ％ 100 100

令和 2年度 不明水実態調査解析業務委託を実施する。 直接 不明水実態調査解析業務委託の進捗率 % 100

令和 3年度 不明水詳細調査解析業務委託を実施する。 直接 不明水詳細調査解析業務委託の進捗率 % 100

調査・補修工事は、住民への説明を十分行い、事業への理解を得ながら進めていく必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

現況調査及び住民との調整・協議 0 ＊ 現況調査及び住民との調整・協議 0 0 ＊ 不明水実態調査解析業務委託 13,300 ＊ 不明水詳細調査解析業務委託（補助事業 12,000
（ＴＶカメラ調査、補修実施計画）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 13,300 合　　計 12,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 50 ％ 6,650 補助率 50 ％ 6,000
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 45 ％ 5,985 充当率 45 ％ 5,400

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 ■特会 ■受益 □基金 □その他 665 ■特会 ■受益 □基金 □その他 600
換算人数(人) 0.3 0.45 0.45 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 3,960 3,960 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,640 3,960 3,960 15,940 14,640
(11)単位費用

26.4千円／％ 39.6千円／％ 39.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、雨天時不明水の流入が維持管理上の問題となっている。また、地元から要望も強く早急な排除対策が必要が ●①事前確認での想定どおり
ある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該地区は、大雨時に下水道マンホールから溢水し、公衆衛生上及び維持管理上の問題となっており、地元からの改善要
望も強く、整備効果が高い地区である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

現地調査を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,960 △1,320 3,960 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△50

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.53

％ 10万円 2.53 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
当該地区は、大雨時に不明水の流入により下水道マンホールから溢水し、公衆衛生上及び維持管理上の問題となっており、現況を的確に把握し
、効果的な対策を実施する上で、必要不可欠な事業であるため引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2209 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 維持管理の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 新木野４丁目地区不明水対策事業 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 ■新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 7年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,960 千円 (うち人件費 3,960 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に



に、既存施設 当該地区の汚水は、地区内にある汚水処理中継所に流入し、ポンプ排水によって、久寺家処理場(ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
施策目的・

(2)目的 の耐震化やマンホールトイレシステムの整備を行います。また、老朽化に伴う改修や不明水によるマンホー 事業目的 管理)にて処理されている。下流部において、平成25年度に流域下水道への切替えが完了していることから
展開方向

ルからの汚水の噴出防止など、適切な維持管理を進めるとともに、計画的な改築に取り組みます。 、早期に設計業務を着手し、下水道整備を行う。
衛生的で快適な生活環境を確保するために、久寺家１・２丁目地区の下水道整備を行う。平成３１年度は現 現地調査及び占用者協議
地調査により占用物件等を把握し、平成３２年度以降、下水道の基本設計、実施設計を行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

現地調査及び占用者協議の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 現地調査及び占用者協議を実施する。 直接 現地調査及び占用者協議の進捗率 ％ 100 100

令和 2年度 下水道基本設計業務委託を実施する。 直接 下水道基本設計業務委託の進捗率 % 100

令和 3年度 下水道実施設計業務委託を実施する。 直接 下水道実施設計業務委託の進捗率 % 100

地下埋設物が集中しているため、占用位置を十分調査する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

関係機関との調整協議、現地調査 0 ＊ 現地調査及び占用者との協議 0 0 ＊ 下水道基本設計 9,300 ＊ 下水道実施設計（補助事業） 18,680

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 9,300 合　　計 18,680
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 9,340
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 45 ％ 8,400

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 0 0 ■特会 ■受益 □基金 ■その他 9,300 ■特会 ■受益 □基金 □その他 940
換算人数(人) 0.2 0.1 0.1 0.3 0.2
正職員人件費 1,760 880 880 2,640 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,760 880 880 11,940 20,440
(11)単位費用

17.6千円／％ 8.8千円／％ 8.8
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区の汚水は、地区内にある汚水処理中継所に流入し、ポンプ排水によって、久寺家処理場（クリーンセンター管理 ●①事前確認での想定どおり
）にて処理されている。下流部において、平成２５年度に流域下水道への切替えが完了していることから、早期に設計業 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 務を着手する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該地区は、ポンプ排水から自然流下に切替えることで、整備効果が得られる。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 下水道管理者として市が実施すべき事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている リサイクル材（再生材）の活用 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

関係機関との調整協議、現地調査を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 880 880 880 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要
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目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 11.36

％ 10万円 11.36 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
当該地区の汚水は、ポンプ排水で圧送されて久寺家処理場で処理されているが、効率的な維持管理を行えるようにポンプ排水から自然流下に切
り替える必要があるため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2225 課コード 0603 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公共下水道の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・下水道課

個別事業 久寺家１・２丁目地区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 7年度 ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 880 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 五か年整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

衛生的で快適な生活環境を確保するため、市街化区域内の下水道整備を計画的に進めるととも


